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第一部 【企業情報】
 

第１ 【企業の概況】
 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第49期

第２四半期累計期間
第50期

第２四半期累計期間
第49期

会計期間
自 平成28年11月１日
至 平成29年４月30日

自 平成29年11月１日
至 平成30年４月30日

自 平成28年11月１日
至 平成29年10月31日

売上高 (千円) 7,351,403 8,740,659 14,617,413

経常利益 (千円) 1,221,113 1,941,412 2,654,386

四半期(当期)純利益 (千円) 840,052 1,340,855 1,885,428

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) － － －

資本金 (千円) 847,400 847,400 847,400

発行済株式総数 (千株) 5,488 5,488 5,488

純資産額 (千円) 15,297,284 17,287,972 16,349,538

総資産額 (千円) 17,639,350 20,133,140 17,854,230

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 157.77 251.83 354.11

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) － － 75.00

自己資本比率 (％) 86.7 85.9 91.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 540,923 2,334,761 878,919

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △12,711 △404,776 △542,648

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △400,053 △401,216 △400,870

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 6,549,187 7,885,197 6,356,429
 

 

回次
第49期

第２四半期会計期間
第50期

第２四半期会計期間

会計期間
自 平成29年２月１日
至 平成29年４月30日

自 平成30年２月１日
至 平成30年４月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 111.11 183.74
 

(注) １. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３. 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため、記載しておりません。

４. 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の概要

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、政府による経済対策や日本銀行による金融政策を背景とした企業

収益や雇用環境の改善が続くなど、引き続き緩やかな回復基調で推移しております。

医療業界におきましては、今年４月の医療・介護診療報酬の同時改定が実施され、診療報酬はマイナス改定とな

りました。引き続き、医療の効率的な提供や医療費の適正化が強く意識される中で、各医療機関においては「地域

医療構想」による2025年を目途にした病床の機能分化、医療・介護の連携が進められております。また、住み慣れ

た地域で切れ目のない医療介護サービスや予防・生活支援の提供を目指す「地域包括ケアシステム」の構築も実現

に向けて進められており、これらの必須基盤である電子カルテシステムは、今後も着実に普及が進むものと予測さ

れます。

こうした事業環境の下、電子カルテ市場における有力ベンダー数社の競争も引き続き激しさを増しております。

当社は、電子カルテシステムの開発・販売を中心に事業を展開し、新規の受注のみならず、既存顧客サポートの強

化を図ることでニーズを深堀し、更なる顧客満足度の向上に努めております。

この結果、売上高は8,740百万円（前年同期比18.9％増）、利益面におきましては営業利益1,927百万円（同

59.1％増）、経常利益1,941百万円（同59.0％増）、四半期純利益1,340百万円（同59.6％増）となりました。

なお、セグメントの業績につきましては、当社は医療情報システム事業の単一セグメントであるため、記載を省

略しております。

 

（２）財政状態の分析

 (資産)

当第２四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末と比較して2,278百万円増加し、20,133百万円となりました。

主な要因は、現金及び預金1,528百万円の増加、売掛金480百万円の増加、有価証券100百万円の減少、有形固定資産

118百万円の減少及び投資有価証券497百万円の増加によるものであります。

 (負債)

当第２四半期会計期間末の負債は、前事業年度末と比較して1,340百万円増加し、2,845百万円となりました。主

な要因は、買掛金375百万円の増加、未払法人税等634百万円の増加、流動負債「その他」に含まれる未払金138百万

円の増加及び未払消費税等110百万円の増加によるものであります。

 (純資産)

当第２四半期会計期間末の純資産は、前事業年度末と比較して938百万円増加し、17,287百万円となりました。主

な要因は、四半期純利益1,340百万円、第49期利益剰余金の配当金399百万円によるものであります。
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（３）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前事業年度末に比べ1,528

百万円増加し、7,885百万円となりました。

当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。

 (営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は、2,334百万円（前年同四半期は540百万円の収入）となりました。これは主に、

税引前四半期純利益1,941百万円、減価償却費139百万円、売上債権増加額480百万円、たな卸資産減少額13百万円、

仕入債務増加額375百万円、未払消費税等増加額110百万円、前受金増加額28百万円、その他の流動負債増加額175百

万円によるものであります。　

 (投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は、404百万円（前年同四半期は12百万円の支出）となりました。これは主に、有価

証券の償還による収入100百万円、有形固定資産の取得による支出3百万円、定期預金の預入による支出100百万円、

定期預金の払戻による収入100百万円、投資有価証券の取得による支出501百万円によるものであります。

 (財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は、401百万円（前年同四半期は400百万円の支出）となりました。これは主に、配

当金の支払額400百万円によるものであります。

　

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

（５）研究開発活動

当第２四半期累計期間における研究開発活動の金額は195百万円であります。

なお、当第２四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

（６）生産、受注及び販売の実績

当第２四半期累計期間において、ハードウェア仕入高2,357百万円（前年同期比9.9％増）、売上高8,740百万円

（同18.9％増）となりました。

 

（７）主要な設備

当第２四半期累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前事業年度末における計画に著しい

変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 21,952,000

計 21,952,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成30年４月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年６月８日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引

業協会名
内容

普通株式 5,488,000 5,488,000
東京証券取引所

JASDAQ
(スタンダード)

単元株式数
100株

計 5,488,000 5,488,000 － －
 

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年２月１日～
平成30年４月30日

－ 5,488,000 － 847,400 － 1,010,800
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（６）【大株主の状況】

  平成30年４月30日現在
 

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

宮崎 勝 京都府京都市北区 1,700,000 30.98

公益財団法人夢＆環境支援宮崎記念基
金

大阪府大阪市淀川区西宮原1丁目7－38 700,000 12.76

THE SFP VALUE REALIZATION
MASTER FUND LIMITED
(常任代理人
 シティバンク、エヌ・エイ東京支店)

P.O. BOX 309, UGLAND HOUSE,
GRAND CAYMAN,CAYMAN ISLANDS, KY 1-1104
(東京都新宿区新宿6丁目27番30号)

353,100 6.43

日本トラスティ・サービス信託銀行株
式会社

東京都中央区晴海1丁目8-11 211,700 3.86

STATE STREET BANK AND TRUST
COMPANY 505224
(常任代理人
 株式会社みずほ銀行決済営業部)

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U．S．A．
(東京都港区港南2丁目15－1)

190,000 3.46

STATE STREET BANK AND
TRUST COMPANY
（常任代理人
　香港上海銀行東京支店）

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA USA 02111
（東京都中央区日本橋3丁目11-1）

168,900 3.08

THE CHASE MANHATTAN BANK, N.A.
LONDON SPECIAL OMNIBUS SECS
LENDING ACCOUNT
(常任代理人
 株式会社みずほ銀行決済営業部）

WOOLGATE HOUSE，COLEMAN STREET LONDON
EC2P 2HD， ENGLAND
(東京都港区港南2丁目15－1)

135,000 2.46

THE CHASE MANHATTAN BANK 385036
(常任代理人
 株式会社みずほ銀行決済営業部)

360 N. CRESCENT DRIVE BEVERLY HILLS, CA
90210 U.S.A.
(東京都港区港南2丁目15－1)

86,529 1.58

RBC IST 15 PCT NON LENDING
ACCOUNT - CLIENT ACCOUNT
(常任代理人
シティバンク、エヌ・エイ東京支店)

7TH FLOOR,　155 WELLINGTON STREET WEST
TORONTO,　ONTARIO,　CANADA,　M5V 3L3
(東京都新宿区新宿6丁目27番30号)

86,300 1.57

津野 紀代志 大阪府吹田市 80,000 1.46

計 － 3,711,529 67.63
 

(注) １．上記のほか、自己株式が163,656株あります。（発行済株式数に対する所有株式数の割合2.98%）

２．シンフォニー・フィナンシャル・パートナーズ（シンガポール）ピーティーイー・リミテッドより平成29年

１月11日付で提出された大量保有報告書に係る変更報告書において、平成28年12月30日現在で以下の株式を

所有している旨が記載されてているものの、当社として当第２四半期会計期間末における実質所有株式数の

確認ができておりませんので、上記大株主の状況には含めておりません。なお、大量保有報告書に係る変更

報告書の記載に基づき、主要株主の異動を確認したため、平成29年１月17日付で臨時報告書（主要株主の異

動）を提出しております。なお、変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

シンフォニー・フィナンシャル・
パートナーズ（シンガポール）ピー
ティーイー・リミテッド
（Symphony 　Financial 　Partners
（Singapore）Pte．Ltd．）

シンガポール 048624、UOBプラザ #24-21、
ラッフルズ・プレイス80

554,200 10.10

 

　

EDINET提出書類

株式会社ソフトウェア・サービス(E05376)

四半期報告書

 6/16



 

（７）【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成30年４月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 　 　　163,600 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 　　5,322,900 53,229 －

単元未満株式 普通株式　　　　　1,500 － －

発行済株式総数 5,488,000 － －

総株主の議決権 － 53,229 －
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式56株が含まれております。
 

② 【自己株式等】

  平成30年４月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社 ソフトウェア・
サービス

大阪市淀川区西宮原
二丁目６番１号

163,600 － 163,600 2.98

計 － 163,600 － 163,600 2.98
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間末までにおいて、役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期会計期間(平成30年２月１日から平成30

年４月30日まで)及び当第２四半期累計期間(平成29年11月１日から平成30年４月30日まで)に係る四半期財務諸表につ

いて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

当社では、子会社(１社)の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企

業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏し

いため、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第５条第２項に

より、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年10月31日)
当第２四半期会計期間
(平成30年４月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 8,456,429 9,985,197

  売掛金 2,096,458 2,576,687

  有価証券 100,000 -

  商品 191,317 148,520

  仕掛品 251,703 280,605

  その他 130,420 131,001

  貸倒引当金 △2,086 △2,543

  流動資産合計 11,224,242 13,119,469

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） ※  3,093,643 ※  2,992,535

   構築物（純額） 83,853 78,683

   工具、器具及び備品（純額） 228,039 215,420

   土地 2,415,885 2,415,885

   建設仮勘定 - 620

   有形固定資産合計 5,821,422 5,703,145

  無形固定資産 4,412 4,521

  投資その他の資産   

   投資有価証券 630,437 1,127,630

   関係会社株式 20,000 20,000

   その他 153,714 158,373

   投資その他の資産合計 804,151 1,306,004

  固定資産合計 6,629,987 7,013,670

 資産合計 17,854,230 20,133,140

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 905,992 1,281,257

  未払法人税等 59,767 694,402

  前受金 184,765 212,961

  その他 354,166 656,546

  流動負債合計 1,504,691 2,845,167

 負債合計 1,504,691 2,845,167

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 847,400 847,400

  資本剰余金 1,246,252 1,246,252

  利益剰余金 14,476,428 15,417,953

  自己株式 △276,065 △276,489

  株主資本合計 16,294,015 17,235,117

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 55,523 52,855

  評価・換算差額等合計 55,523 52,855

 純資産合計 16,349,538 17,287,972

負債純資産合計 17,854,230 20,133,140
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（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成28年11月１日
　至 平成29年４月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成29年11月１日
　至 平成30年４月30日)

売上高 7,351,403 8,740,659

売上原価 5,487,778 6,012,550

売上総利益 1,863,624 2,728,108

販売費及び一般管理費 ※  652,090 ※  801,078

営業利益 1,211,533 1,927,030

営業外収益   

 受取利息 211 785

 受取配当金 1,204 1,224

 受取事務手数料 2,222 4,277

 受取賃貸料 4,017 4,889

 その他 1,923 3,209

 営業外収益合計 9,579 14,387

営業外費用   

 その他 0 5

 営業外費用合計 0 5

経常利益 1,221,113 1,941,412

税引前四半期純利益 1,221,113 1,941,412

法人税、住民税及び事業税 219,113 640,870

法人税等調整額 161,947 △40,313

法人税等合計 381,061 600,557

四半期純利益 840,052 1,340,855
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成28年11月１日
　至 平成29年４月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成29年11月１日
　至 平成30年４月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純利益 1,221,113 1,941,412

 減価償却費 156,235 139,859

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △274 456

 受取利息及び受取配当金 △1,416 △2,009

 売上債権の増減額（△は増加） 273,562 △480,228

 たな卸資産の増減額（△は増加） 4,683 13,894

 仕入債務の増減額（△は減少） 142,761 375,265

 未払消費税等の増減額（△は減少） △118,705 110,987

 前受金の増減額（△は減少） △23,259 28,196

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △251,823 175,234

 その他 15,646 51,608

 小計 1,418,524 2,354,676

 利息及び配当金の受取額 1,324 2,135

 法人税等の還付額 41 4,087

 法人税等の支払額 △878,966 △26,137

 営業活動によるキャッシュ・フロー 540,923 2,334,761

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有価証券の償還による収入 - 100,000

 有形固定資産の取得による支出 △11,690 △3,739

 定期預金の預入による支出 △100,000 △100,000

 定期預金の払戻による収入 100,000 100,000

 投資有価証券の取得による支出 △1,020 △501,037

 投資活動によるキャッシュ・フロー △12,711 △404,776

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 自己株式の取得による支出 △502 △423

 配当金の支払額 △399,551 △400,793

 財務活動によるキャッシュ・フロー △400,053 △401,216

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 128,158 1,528,768

現金及び現金同等物の期首残高 6,421,028 6,356,429

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  6,549,187 ※  7,885,197
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

※ 前事業年度(平成29年10月31日)

有形固定資産に係る国庫補助金の受入れによる圧縮記帳累計額は、建物9,806千円であります。

　

当第２四半期会計期間(平成30年４月30日)

有形固定資産に係る国庫補助金の受入れによる圧縮記帳累計額は、建物9,806千円であります。

　

(四半期損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間

(自 平成28年11月１日
至 平成29年４月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成29年11月１日
至 平成30年４月30日)

業務委託費 29,682千円 30,515千円

役員報酬 38,400 38,400 

従業員給与 227,449 286,170 

旅費交通費 51,650 72,655 

減価償却費 22,388 15,719 

租税公課 103,247 117,732 
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期累計期間

(自 平成28年11月１日
至 平成29年４月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成29年11月１日
至 平成30年４月30日)

 

現金及び預金勘定 8,649,187千円 9,985,197千円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△2,100,000  △2,100,000  

現金及び現金同等物の
四半期末残高

6,549,187  7,885,197  
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第２四半期累計期間(自 平成28年11月１日 至 平成29年４月30日)

(1) 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年１月27日
定時株主総会

普通株式 399,341 75 平成28年10月31日 平成29年１月30日 利益剰余金
 

　

(2) 基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

　

(3) 株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

　

Ⅱ 当第２四半期累計期間(自 平成29年11月１日 至 平成30年４月30日)

(1) 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年１月26日
定時株主総会

普通株式 399,329 75 平成29年10月31日 平成30年１月29日 利益剰余金
 

　

(2) 基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

　

(3) 株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期累計期間(自 平成28年11月１日 至 平成29年４月30日）

当社は、医療情報システム事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

当第２四半期累計期間(自 平成29年11月１日 至 平成30年４月30日）

当社は、医療情報システム事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期累計期間

(自 平成28年11月１日
至 平成29年４月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成29年11月１日
至 平成30年４月30日)

１株当たり四半期純利益金額 157円77銭 251円83銭

  (算定上の基礎)   

   四半期純利益金額(千円) 840,052 1,340,855

   普通株主に帰属しない金額(千円) － －

   普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 840,052 1,340,855

   普通株式の期中平均株式数(千株) 5,324 5,324
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(重要な後発事象)

譲渡制限付株式付与のための自己株式の処分

当社は、平成30年５月21日開催の取締役会において、譲渡制限付株式付与のための自己株式の処分（以下「本

自己株式処分」又は「処分」といいます。）を行うことについて決議いたしました。

　

１．処分の目的及び理由

当社は、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブの付与及び株主価値の共有を目的として、所

定の要件を満たす当社の従業員（以下「対象従業員」といいます。）及び当社の子会社の従業員（対象従業員

と総称して、以下「対象従業員等」といいます。）に対し、譲渡制限付株式を活用したインセンティブ制度

（以下「本制度」といいます。）として、本自己株式処分を行うことといたしました。

本制度においては、対象従業員等は、本制度に基づき当社又は当社子会社（以下、当社と当社子会社を併せ

て「対象会社」といいます。）から支給された金銭債権の全部を現物出資財産として払込み、当社の普通株式

について処分を受けることとなります。また、本制度による当社の普通株式の処分に当たっては、当社と対象

従業員等との間で譲渡制限付株式割当契約を締結するものとし、その内容としては、①対象従業員等は、一定

期間、譲渡制限付株式割当契約により割当てを受けた当社の普通株式について、譲渡、担保権の設定その他の

処分をしてはならないこと、②一定の事由が生じた場合には当社が当該普通株式を無償で取得すること等が含

まれることといたします。

今回は、本制度の目的、各対象従業員等の職責及び諸般の事情を勘案し、各対象従業員等の更なるモチベー

ションの向上を目的といたしまして、金銭債権合計1,015,623,450円（以下「本金銭債権」といいます。）、普

通株式141,255株を付与することといたしました。また、本制度の導入目的である株主価値の共有を中長期にわ

たって実現するため、今回につきましては、譲渡制限期間を５年としております。

本自己株式処分においては、本制度に基づき、割当予定先である対象従業員等1,366名が対象会社に対する本

金銭債権の全部を現物出資財産として払込み、当社の普通株式（以下「本割当株式」といいます。）について

処分を受けることとなります。また、譲渡制限付株式の引受けの申込みについては、対象従業員等の任意とし

ており、本割当株式は、当該引受けを希望する対象従業員等にのみ割り当てられることとなり、本金銭債権

は、本自己株式処分において、現物出資財産として払い込むことを条件として支給されます。引受けの申し込

みがない場合の金銭債権は消滅いたします。

　

２．処分の概要

（１）
処 分 期
日

平成30年10月５日

（２） 処分する株式の種類及び数 当社普通株式　141,255株

（３）
処 分 価
額

１株につき7,190円

（４）
処 分 総
額

1,015,623,450円

（５）
処分先及びその人数並びに 当社の従業員　　　　 1,278名　　132,430株

処 分 株 式 の
数

当社の子会社の従業員　 88名　　 8,825株

（６）
そ の
他

本自己株式処分については、金融商品取引法による有価証券届出書を
提出しております。

 

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 
平成30年６月６日

 

株式会社ソフトウェア・サービス

     取 締 役 会 御 中
 

 

有限責任監査法人 ト ー マ ツ  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士   美馬   和実   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士   目細   実   　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ソフト

ウェア・サービスの平成29年11月１日から平成30年10月31日までの第50期事業年度の第２四半期会計期間(平成30年２月

１日から平成30年４月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成29年11月１日から平成30年４月30日まで)に係る四半期財

務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ソフトウェア・サービスの平成30年４月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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